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企業の障害者雇用に対する取り組み姿勢の現状と変化 
― 上場企業に対するアンケート調査の結果より ― 
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要旨 

①2014年に従業員数100名以上の上場企業を対象に障害者雇用に関するアンケート調査を

実施し、243社から回答を得た。この調査結果の一部については、2006年に同様の企業

を対象に実施した調査と比較し、経年変化を探った。 

 

②2006年から2014年の間に、障害者を１人以上雇用している企業の割合は、どの障害種別

においても高くなった。特に精神障害者におけるその割合の増加は著しい。 

 

③障害者雇用に「本格的に取り組んだことはない」（8.0％）企業と、本格的に取り組み始

めてから10年未満（「３年未満」7.2％＋「３年以上５年未満」11.0％＋「５年以上10年

未満」26.2％）の企業を合わせると半数を超える。 

 

④今後、障害者雇用を「増やす｣と答えた企業の割合は2014年では68.3％であり、2006年

より13.6ポイント上昇している。その割合は障害者の実雇用率が2.0～2.2％の企業にお

いても68.4％を占めており、法定雇用率（2.0％）以上の企業でも障害者雇用を増やす

意向が強いことがわかる。 

 

⑤企業が「ダイバーシティ」「ノーマライゼーション」「ＣＳＲ」という考え方を重視して

いる割合は、いずれも2006年より2014年のほうが高い。特に「ダイバーシティ」を重視

している割合は大幅に増加し、「ノーマライゼーション」を重視している割合を超えた。

また、「ダイバーシティ」を重視していない企業に比べて重視している企業では、障害

者の実雇用率が高い傾向がある。 

 

 キーワード：雇用、障害者雇用率、ダイバーシティ  
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１．調査研究の概要 

（１）企業の障害者雇用をめぐる変化 

 企業の障害者雇用をめぐる状況は近年変化している。筆者は2006年に上場企業を対

象とする障害者雇用に関するアンケート調査を実施したが、この調査時点から現在ま

での間にも、障害者雇用に関する法制度や障害者雇用の実態は大きく様変わりした。 

 例えば、民間企業に義務付けられている障害者の法定雇用率＊１は、2006年時点では

1.8％であったが、2013年４月からは2.0％となった。また、2006年から2014年の間に、

民間企業における障害者の実雇用率＊２は1.52％から1.82％に伸び、雇用されている障

害者数は28万４千人から43万１千人と1.5倍程度にもなった（厚生労働省 2014a）。中

でも、知的障害者は４万４千人から９万人に、精神障害者は２千人から２万８千人に

増えた。今後は、2016年４月の改正障害者雇用促進法の施行に向けて、障害者雇用の

状況はますます変化することが予想される。 

 

（２）アンケート調査の概要 

 こうした動きを背景に、企業の障害者雇用に対する取り組み姿勢や考え方は過去か

らどのように推移し、現在どのような状況にあるのか、そして今後どのような方向に

向かっているのかなどを明らかにするため、2006年とほぼ同様の方法で2014年にアン

ケート調査を行った。2006年と2014年に実施したアンケート調査（以下それぞれ「2006

年調査」「2014年調査」と表記）の概要を図表１に示す。本稿では、両調査の結果の一

部を紹介する。 

 なお、2006年調査の結果の詳細は、既発行のレポート（水野 2007）に掲載されてお

り、本稿に掲載するデータのほとんどはその再掲である。 

 

図表１ アンケート調査の概要 

 2006年調査 2014年調査 

調査時期 2006年11月 2014年11月中旬～12月上旬 

調査対象注１ 従業員数100人以上の上場企業 3,269社 従業員数100人以上の上場企業 2,882社 

有効回収数(率) 318社（9.7％） 243社（8.4％） 

調査方法注２ 郵送配布・郵送回収 

注１：『会社四季報 CD-ROM』（東洋経済新報社）の2006年秋号・2014年秋号よりそれぞれ該当企業を全件抽出 

注２：人事部長を通じ障害者雇用担当者（いない場合は人事担当者）に回答を依頼 
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（３）回答企業の状況 

 図表２で回答企業の業種をみると、2006年調査に比べて2014年調査では「製造業」

の割合がやや低く、「建設業」の割合がやや高い。2014年調査におけるその他の業種の

割合は、2006年調査の結果とあまり差がなく、対象企業の分布（図表省略）に比べて

も大きな偏りはない。 

 図表３で回答企業の従業員数をみると、2006年調査に比べて2014年調査では従業員

数500～999人の企業が少なく、1,000人以上の企業が多い。また、従業員数別の回収率

は、2006年調査・2014年調査いずれの調査においても、従業員数の多い企業で高い傾

向がある（図表省略）。よって、両調査は大規模な企業の回答割合が高いといえる。 

 

図表２ 回答企業の業種【2006年調査、2014年調査】 
(単位：％) 

 
注：2006年調査では「鉱業、採石業、砂利採取業」は「鉱業」、「不動産業、物品賃貸業」は「不動産業」、「宿泊業、

飲食サービス業」は「飲食店・宿泊業」、「サービス業（他に分類されないもの）」は「サービス業」 

 
図表３ 回答企業の従業員数【2006年調査、2014年調査】 

(単位：％) 

 
注：従業員数は、実雇用率を算定する際の分母となる常用労働者数とは異なる。ただし、2014年調査における回答企

業の常用労働者数は、100～300人未満が17.3％、300～500人未満が14.8％、500～1,000人未満が15.2％、1,000

人以上が51.0％であり、従業員数と大きな差はない。 

 
２．障害者雇用の状況 

（１）障害者の実雇用率 

 図表４で障害者の実雇用率をみると、2006年調査に比べて2014年調査では、実雇用

率が1.8％以上の企業の割合が非常に高い。また、図表５で2014年調査における実雇用

率を従業員数別にみると、従業員が多いほど実雇用率が2.0％以上の企業の割合が高く、

1.5％未満の企業の割合が低い。  
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2006年 318 0.3 6.9 46.2 0.6 5.3 4.4 19.5 2.5 1.9 3.8 0.3 0.3 7.9 －

2014年 243 － 12.8 41.6 0.8 7.4 3.7 16.5 4.5 1.6 4.1 － － 1.2 0.8 4.5 0.4

n 100～299人 300～499人 500～999人 1,000人以上 無回答

2006年 318 18.9 14.5 25.5 41.2 －

2014年 243 15.6 16.0 15.6 52.3 0.4
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図表４ 実雇用率【2006年調査、2014年調査】 
(単位：％) 

 
注１：特例子会社を持っている企業には特例子会社を含めた実雇用率、企業グループ適用または企業グループ算定特

例の認定を受けている企業には企業グループ全体の実雇用率を尋ねた。以下も同じ。 

注２：「1.2～1.5％」は「1.2％以上1.5％未満」の略。他も同じ。 

 
図表５ 実雇用率（従業員数別）【2014年調査】 

(単位：％) 

 

 
（２）雇用している障害者の数 

１）全障害者の数 

 2014年調査の回答企業が雇用している、全障害者の数を図表６に示す。障害者が０

人、すなわち障害者を全く雇用していない企業は2.5％のみであり、10人以上雇用して

いる企業が６割近い。従業員数別にみると、100～999人の企業では障害者数１～９人

が約４分の３であるが、1,000人以上の企業では障害者数10人以上が大半を占める。 

 なお、2006年調査では障害者数に関して質問しなかったが、障害者を全く雇用して

いない企業は5.7％であった（図表省略）。 

２）障害種別にみた障害者の数 

 図表７には、2014年調査の回答企業が雇用している、それぞれの障害者の数を示す。

１人以上雇用している割合は、肢体不自由者（84.0％）で最も高く、視覚障害者（35.4％）

で最も低い。知的障害者・聴覚障害者・精神障害者を１人以上雇用している割合はそ

れぞれ５割強でほとんど違わないが、知的障害者を10人以上雇用している割合（16.0％）

は聴覚障害者・精神障害者を10人以上雇用している割合（それぞれ9.5％、8.6％）よ

り高い。知的障害者は一企業で雇用されている数が聴覚障害者・精神障害者に比べて

やや多いことがわかる。 

 2006年調査と比べると、どの障害者を１人以上雇用している割合も2014年調査のほ

うが高い。中でも精神障害者を１人以上雇用している割合は、40ポイント以上増えて

いる。 

  

n 1.2％未満 1.2～1.5％ 1.5～1.8％ 無回答

2006年 318 30.5 18.2 16.4 2.8

n 1.2％未満 1.2～1.5％ 1.5～1.8％ 無回答

2014年 243 9.9 7.0 13.2 1.631.3
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22.3 9.7

24.7

2.0～
2.2％

2.2％
以上

12.3

2.1％以上

n 1.2％未満 1.2～1.5％ 1.5～1.8％ 無回答

100～299人 38 36.8 18.4 13.2  -

300～499人 39 20.5 15.4 7.7  -

500～999人 38 2.6 5.3 15.8 7.9

1,000人以上 127 0.8 1.6 14.2 0.8

1.8～
2.0％

2.0～
2.2％

2.2％
以上

31.6 26.3 10.5

25.2 43.3 14.2

10.5 10.5 10.5

30.8 15.4 10.3



Report 

第一生命経済研究所 ライフデザイン研究本部             Life Design Report  Spring 2015.4 37 

図表６ 雇用している全障害者の数（全体、従業員数別）【2014年調査】 
(単位：％) 

 
注１：特例子会社や他のグループ会社を含めず、回答企業のみで雇用している障害者の実数を尋ねた。以下も同じ。 

注２：ここでの「無回答」は、雇用している障害者はいるがその数を回答しなかった企業を指す。図表７も同じ。 

 
図表７ 雇用している、それぞれの障害者の数【2006年調査、2014年調査】 

(単位：％) 

 

 
 図表８には、それぞれの障害者を１人以上雇用している割合を、従業員数別、およ

び雇用している全障害者の数別に示す。従業員数100～999人の企業より1,000人以上の

企業、全障害者の数が１～９人の企業より10人以上の企業で、それぞれの障害者を雇

用している割合は高い。当然ではあるが、より大規模な企業や障害者数が多い企業で、

多様な障害者が働いているといえる。 

 
図表８ それぞれの障害者を１人以上雇用している割合（従業員数別、全障害者の数別）【2014年調査】 

（単位：％） 

 

 

（３）障害者の雇用形態 

 障害者を雇用している企業に対して、障害者の雇用形態（正規・非正規従業員の構

成）を尋ねた結果を図表９に示す。全体では「正規従業員のみ」という企業は21.1％、

「正規従業員のほうが多い」という企業は30.0％であり、両者を合わせると過半数を

占める。 

 従業員数別では1,000人以上の企業、障害者の実雇用率別では2.0％以上の企業、全

障害者数別では障害者数10人以上の企業において、非正規従業員のほうが多いと答え

た割合が高い。すなわち、障害者が多い企業では、非正規従業員として雇用されてい

る障害者の割合が高い。  

n ０人 １～４人 ５～９人 10～29人 30～49人 50～99人
100人
以上

無回答

243  2.5 21.0 16.9 28.4 11.5  9.5  9.5  0.8

100～999人 115  5.2 44.3 31.3 16.5  0.9 - -  1.7

1,000人以上 127 - -  3.9 39.4 21.3 18.1 17.3 -

全体

従業員数
別

2006年調査
(n=318)

１～４人 ５～９人 10人以上 無回答

肢体不自由者 16.0 37.4 16.0 30.0 0.4 84.0 78.3

内部障害者 27.2 39.1 15.2 17.7 0.8 72.8 60.4

聴覚障害者 46.5 35.8 7.4 9.5 0.8 53.5 41.5

視覚障害者 64.6 30.9 2.5 1.6 0.4 35.4 21.1

48.6 26.3 8.6 16.0 0.4 51.4 34.0

45.7 36.2 9.1 8.6 0.4 54.3 12.3

身体障害者

０人 １人以上 １人以上

2014年調査(n=243)

知的障害者

精神障害者

肢体
不自由者

内部
障害者

聴覚
障害者

視覚
障害者

100～999人 115 72.2 58.3 26.1 17.4 87.0 29.6 30.4

1,000人以上 127 94.5 85.8 78.7 52.0 100.0 70.9 75.6

１～９人 92 73.9 56.5 25.0 14.1 92.4 25.0 23.9

10人以上 143 93.7 86.7 74.1 50.3 98.6 70.6 76.2

従業員数
別

全障害者
の数別

n
身体

障害者
知的

障害者
精神

障害者
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図表９ 障害者の雇用形態（全体、従業員数別、実雇用率別、全障害者の数別）【2014年調査】 
(単位：％) 

 
注１：障害者を１人以上雇用している企業が回答 

注２：従業員数別、実雇用率別、全障害者の数別の分析で、それぞれ一方の数値がもう一方の数値より５ポイント以

上高い場合に強調表示 

 
３．障害者雇用に取り組み始めてからの年数 

 障害者を雇用している企業に対して、障害者雇用に本格的に取り組み始めてからの

年数を尋ねた結果を図表10に示す。「本格的に取り組んだことはない」と答えた企業の

割合と、10年未満（「３年未満」＋「３年以上５年未満」＋「５年以上10年未満」）と

答えた企業の割合を合わせると52.3％となる。つまり、過半数の企業は10年前には障

害者雇用にまだ本格的に取り組んでいなかったことがわかる。一方、取り組み始めて

から10年以上（「10年以上20年未満」＋「20年以上」）の企業は32.5％である。 

 従業員数別では100～999人より1,000人以上の企業のほうが、実雇用率別では2.0％

未満より2.0％以上の企業のほうが、取り組み始めてからの年数が長い。 

 

図表10 障害者雇用に本格的に取り組み始めてからの年数（全体、従業員数別、実雇用率別） 

【2014年調査】 

 
注：障害者を１人以上雇用している企業が回答 

正規従業
員のみ

正規従業
員のほう
が多い

非正規従
業員のほ
うが多い

非正規従
業員のみ

237 21.1   30.0   51.1   8.4   33.3   7.2   40.5   

100～999人 109 32.1   25.7   57.8   11.0   19.3   11.9   31.2   

1,000人以上 127 11.8   33.9   45.7   6.3   44.9   3.1   48.0   

2.0％未満 128 24.2   25.0   49.2   14.8   27.3   8.6   35.9   

2.0％以上 105 16.2   35.2   51.4   1.0   41.9   5.7   47.6   

１～９人 92 34.8   25.0   59.8   12.0   17.4   10.9   28.3   

10人以上 143 11.9   33.6   45.5   6.3   44.1   4.2   48.3   

全障害者
の数別

正規従業員の
ほうが

多い（計）

正規従業員と
非正規従業員

が同程度

非正規従業員
のほうが
多い（計）

全体

実雇用率
別

従業員数
別

n

8.0 

14.7 

2.4 

10.2 

5.7 

7.2

10.1

4.7

11.7
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0.8 

0.8 

-

0 20 40 60 80 100

全体(n=237)

＜従業員数別＞

100～999人

(n=109)

1,000人以上

(n=127)

＜実雇用率別＞

2.0％未満

(n=128)

2.0％以上

(n=106)

本格的に取り組んだ

ことはない

３年未満 ３年以上
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４．今後の障害者雇用の方針 

 全ての企業に対して今後の障害者雇

用の方針を尋ねた結果を図表11でみる

と、2014年調査では「増やす」と答え

た企業が68.3％を占め、「現状維持」が

25.9％、「未定」が4.9％となっている。

「減らす」と答えた企業はない。2006

年調査に比べると、「増やす」の割合が

上がり、「現状維持」「未定」の割合が

下がっている。 

 図表12で、障害者雇用を増やすと答えた割合を従業員数別にみると、2014年調査に

おいては、499人以下の企業では約半数、500～999人の企業では68.4％、1,000人以上

の企業では78.0％となっている。2006年調査と比べると、どの従業員数の企業におい

ても増やすと答えた割合は高いが、特に500人以上の企業で2006年調査との差が大きい。 

 また障害者の実雇用率別にみると、2014年調査では、増やすと答えた割合は実雇用

率1.5～1.8％の企業で最も高い（81.3％）が、実雇用率2.0～2.2％の企業においても

かなり高い（68.4％）。一方、2006年調査を振り返ると、実雇用率が1.8％以上、すな

わち当時の法定雇用率以上の企業は、２割強しか障害者雇用を増やすと答えていない。

2006年調査に比べて2014年調査の回答企業は、実雇用率が法定雇用率以上になっても、

障害者の雇用を増やす意向が強いことがわかる。 

 

図表12 障害者雇用を増やすと答えた割合（従業員数別、実雇用率別） 

 【2006年調査】 【2014年調査】 
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図表11 障害者雇用の方針 
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５．障害者雇用等にかかわる考え方 

 障害者雇用に対する取り組み姿勢を含めた、企業の方針や理念を示すキーワードと

してしばしば用いられる「ダイバーシティ」「ノーマライゼーション」「ＣＳＲ」を取

り上げ、これらの考え方をどの程度重視しているか企業に尋ねた。その結果を図表13

でみると、2014年調査において、重視している（「重視している」＋「どちらかといえ

ば重視している」）と答えた割合は、それぞれ67.1％、56.4％、86.8％となっている。 

 これらの割合は2006年調査と比べるとどれも高いが、特に2006年調査との差が大き

いのはダイバーシティである。2014年調査においてダイバーシティを重視している割

合は、2006年調査より28.7ポイントも高く、ノーマライゼーションを重視している割

合を上回った。ダイバーシティという考え方が８年前より企業に広く浸透したことが

うかがえる。 

 

図表13 重視している考え方【2006年調査、2014年調査】 

 
注：「重視」は「重視している」と「どちらかといえば重視している」の合計 

 
 図表14で従業員数別にみると、2014年調査では従業員数が多い企業ほどいずれの考

え方も重視している割合が高い。2006年調査では1,000人以上の企業でのみダイバーシ

ティやノーマライゼーションを重視している割合が高かったが、2014年調査ではその

傾向がみられない。 

 次に、それぞれの考え方と障害者雇用との関係を探るため、図表 15 には 2014 年調

査におけるそれぞれの考え方の重視度別の実雇用率を示す。実雇用率が高い企業、例

えば実雇用率 2.0％以上の企業の割合は、それぞれの考え方を重視していない企業よ

り重視している企業のほうが高いが、ＣＳＲの重視度による差よりノーマライゼーシ

ョンの重視度による差のほうが大きく、さらにはそれらよりダイバーシティの重視度

による差のほうが大きい。つまり、企業におけるダイバーシティの重視度は、ノーマ

ライゼーションやＣＳＲの重視度以上に、障害者雇用と関連している可能性が高いと

考えられる。 
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図表14 それぞれの考え方を重視している割合（従業員数別） 
 【2006年調査】 【2014年調査】 

 
注：「重視している」「どちらかといえば重視している」の合計 

 
図表15 障害者の実雇用率（それぞれの考え方の重視度別）【2014年調査】 

 
注：「重視」は「重視している」「どちらかといえば重視している」の合計、「非重視」は「重視していない」「どちら

かといえば重視していない」「どちらともいえない」の合計 

 
６．まとめ 

＜障害者雇用への本格的な取り組みを始めていない企業が多かった８年前＞ 

 本稿では、2014 年に上場企業を対象に実施した調査をもとに、障害者雇用に対する

取り組み姿勢や考え方の現状を明らかにした。また、この調査結果と 2006 年に実施し

た同様の調査の結果を比較することにより、その間の変化も探った。 
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 2014 年調査において、障害者雇用に本格的に取り組んだことはない、または取り組

み始めてからの年数が 10 年に満たないと答えた企業は半数を超えていた。すなわち、

2006 年調査を実施した時期には、かなりの割合の企業が障害者雇用にまだ本格的に取

り組んでいなかったか、取り組み始めてから間もなかったといえる。 

 

＜法定雇用率以上になっても障害者雇用を増やす方針に＞ 

 その 2006 年から８年が経過し、企業の障害者雇用は著しく拡大した。また、障害者

雇用を今後増やす方針であると答えた企業の割合も高くなった。 

 注目すべきは、障害者の実雇用率が 2.0～2.2％の企業も、７割近くが障害者雇用を

増やす方針を示したことである。つまり、実雇用率が現在の法定雇用率 2.0％以上に

なっても、障害者雇用を増やそうとしている企業は少なくない。障害者の法定雇用率

は 2013 年度に 1.8％から 2.0％に引き上げられたが、法定雇用率が今後さらに引き上

げられると予測している企業もあると想定される。 

 

＜ダイバーシティの理念の浸透と障害者雇用との関係＞ 

 企業経営におけるダイバーシティという考え方は、障害者、女性、外国人など多様

な人材の活用という文脈で用いられることが多い。この考え方を重視している企業の

割合は、2006 年から 2014 年の間に大幅に増えた。 

 2014 年においてダイバーシティを重視している企業は、障害者の実雇用率が高い傾

向にある。ダイバーシティの理念が、企業の障害者雇用の促進に少なからず影響を与

えている可能性が考えられる。 

（研究開発室 みずの えいこ） 

 

【注釈】 

*1 障害者雇用促進法は、事業主に対し、常用労働者の一定割合（法定雇用率）以上の障害者

を雇うことを義務付けている。 

*2 実雇用率とは、雇用している常用労働者総数に占める障害者数。一般には単に「雇用率」

と呼ばれることもある。 
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